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　夏期講習の集客も佳境を迎えました。今年の集客状

況はいかがでしょうか。夏休み前にどのくらい一般生

（講習生）を獲得できる見通しでしょうか。機会損失のな

いように、 臨戦態勢で臨んでください。また、 夏休みに

入っても、8月９日までは、気を抜かずに一般生の問い

合せを追ってください。

　さて、今回は、ホームページを改修する際に、何を参

考にしたら良いか、そのためのリストを書きました。冬

に向けて、または、新年度に向けて、どう改修していく

かを考えるヒントになるものを挙げました。

vol.161-1中土井鉄信の「地域一番の繁盛塾になるための最強法則」

＜ホームページ（HP）の改修をする前に＞

編集注：本記事の内容は、寄稿いただいた内容をそのまま掲載しております。記載された意見・見解は著者個人のものであり、当社の公式な見解を示すも

　　　　のではありません。予めご了承ください。

１．馬淵教室　

　　（集団塾の正攻法派）　

　　https://kouju.mabuchi.co.jp/osaka/

合格実績を前面に打ち出したホームページ。

我が子も第一志望校合格を実現できそうな緊張感、空気感が醸

し出された動画は秀逸。

また、合格実績だけでなく、割引などのキャンペーン情報をメ

インとして、イベント告知、生徒の声をバランスよく配置。

※ただし、SEO対策には強くない作り方。

２．W早稲田ゼミ

　　（厳しそうなのに笑いもあり）

　　https://www.wasedazemi.com/

おもしろくて、成績が上がりそうな雰囲気の学習塾のホーム

ページ。

鉢巻で勉強といった昭和テイストが、現在の保護者に好かれる

かどうかは微妙だが、若くて威勢のいい先生がキャラクターに

なっていて親しみ感もある！

３．アクシス

　　（個別指導の正攻法）

　　https://axis-kobetsu.jp/

個別指導塾としての総合的な案内として、また問い合わせを誘

発する媒体として非常によくできているホームページ。デザイ

ンもコピーも企画も、それぞれ一定の水準を超えていて、時間

をかけてしっかりプロが作っているというイメージ。

全国に校舎がある大手FCの場合、 「校舎を探す」のコーナーの作

りが難しいが、地図上に配置するなどアクシスはスマートフォ

ンの画面でも直観的に操作できる。

難点は、 このホームページの作りは予算がかかる（おそらく）。

４．個別指導サクラサクセス

　　（尖っていなさそうで尖っている）

　　https://www.sakusakura.jp/

生徒の声を多くの掲載し、数値的な実績を出し、授業料を明示

（料金シミュレータ）することで、保護者が安心して問い合わせ

ができるようになっている。デザインやコピーの質うんぬんよ

りも、保護者が知りたがっている情報を的確に伝えているとこ

ろが素晴らしい。

５．キャンパス

　　（安価）

　　https://www.canpass-kobetsu.com/tuition/

信長のキャラといった圧倒的なＢ級感が、授業料の安さとあわ

せて、庶民的な個別指導塾であることを伝えている。安価とあ

わせ、指導の品質の確かさを成績保証や数値（校舎数・合格率）

で訴求している。このバランス感は大切。
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　７・８番目のHPは、新しくしたものを載せました。

今後、このHPの改修が功を奏するのか、注目をしてい

こうと思います。ぜひ、他塾の良い点を参考に、自塾に

活かしてください。

【編集後記】

中土井も登壇！

8/2（土）セミナー無料開催のお知らせ

NPO法人ピースコミュニケーション研究所（略称 PCI）は、

教育の最前線で活躍する教師の皆さんを対象に、『生徒・

保護者とのコミュニケーション』に焦点をあてたセミナー

を行います。

第24回教師サポートセミナー

「明日の教室が変わる！～アドラー心理学で築く信頼と理

解の指導力～」

●開催日　8月 2日（土）13：30～ 16：30

●場　所　東京都立産業貿易センター浜松町館

　　　　　（JR「浜松町駅」徒歩5分）

★第一講座　講師　井上郁夫（教育コンサルタント）

「生徒も保護者も味方になる！～アドラー心理学に学ぶ、

共感と信頼のコミュニケーション～」

★第二講座　講師　中土井鉄信（教育コンサルタント）

「“目的”を読み解く生徒対応術～アドラー心理学で生徒の

行動の意味を探る～」

●参加費　無料

★セミナー詳細とお申し込みは、こちらの専用ページから

★

https://management-brain.net/pci/
後援：神奈川県教育委員会

◇９月スタート！生徒を集める室長養成研修

東京と大坂で開催！月１回、全４回の開催です。集客ノウ

ハウだけでなく、生徒・保護者・部下から信頼される「人

を集める教室長」を育てます。他塾スタッフと意見交換し

切磋琢磨する機会が、さらに学びを深めます！全回参加が

おすすめですが、興味のあるテーマだけのご参加も可能で

す。

★詳細＆お申し込みはこちらから★　

https://management-brain.net/
shitsuchokenshu/

６．森塾

　　（セールス重視）

　　https://www.morijuku.com/　

アニメキャラクターとのタイアップ、ポップアップ表示や問い

合わせの固定表示、授業料の問い合わせ誘導など様々なマーケ

ティングの手法をホームページに織り込んでいる作り。教材で

名を馳せた学習塾とは思えないセールス重視の作りになってい

るが、それを感じさせないのが、この塾の上手いところ。

７．武田塾

　　（今後どうなるかの注目ＨＰ①）

　　https://www.takeda.tv/

「サンドウィッチマン」から、「あのちゃん」にメインキャラク

ターが変わった武田塾。ワイワイガヤガヤとした作りなのかと

思えば、授業をしない教務的な説明は詳しく書いてあるあたり

が、集客上手なところ。以前は、MARCH、関関同立を前面に

打ち出していたが、今は「難関大学に合格する」というキャッチ。

これが、武田塾にフィットするかが今後の注目点。

８．個別指導アップ学習会

　　（今後どうなるかの注目ＨＰ②）

　　https://personalsupport.co.jp/

個別指導アップ学習会は昨年まで長らく、ファーストビューに

特典や料金など、お得感を訴求し続けて大きくなった個別指導

塾。新しいホームページでは、特典や料金が以前のものよりも

目立たなくなっている。この試みが成功するかどうかに注目。
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　「学習塾業界にとっていま一番の課題は？」といったら

やはり「少子化問題」でしょうか。われわれが顧客対象と

している子どもの数は一体、どこまで減っていくのか。

子どもの数が減る中で、塾はどうすれば生き残ることが

できるのか…。どなたもアタマを悩ませていらっしゃる

ことと思います。

　

　そんなおりもおり、文科省が5月末、「各都道府県に

おける高等教育の現状に関する調査研究」を公表しまし

た。同調査では少子化問題や高校生の塾通いに大きく関

連する、2040年における都道府県別大学（学部）進学率

が推計されていますのでご紹介しましょう。

　まずは一昨年、2023年春の大学進学率（18歳人口に

占める大学進学者数の割合／過年度卒を含む）をみてお

きましょう。

◆23年春の大学進学率（上位・下位7都府県）

順位 都府県 進学率

１位 東京都 77.6％

２位 京都府 72.4％

３位 山梨県 70.9％

４位 奈良県 62.6％

５位 大阪府 62.1％

６位 神奈川県 59.8％

６位 兵庫県 59.8％

…

41位 鹿児島県 42.2％

42位 福島県 42.1％

43位 山形県 42.0％

44位 大分県 41.8％

45位 岩手県 40.9％

46位 秋田県 40.1％

46位 宮崎県 40.1％

◆40年の大学進学率（上位・下位7都府県）

順位 都府県 進学率

１位 東京都 80.5％

２位 京都府 75.6％

３位 山梨県 73.4％

４位 奈良県 69.1％

５位 大阪府 69.0％

６位 兵庫県 64.1％

７位 神奈川県 61.7％

…

41位 大分県 43.3％

42位 熊本県 43.2％

43位 岩手県 42.3％

44位 山形県 42.2％

45位 鹿児島県 41.6％

46位 宮崎県 41.2％

46位 山口県 38.5％

　文科省の「学校基本調査」から採っている数値です

が、トップの東京都とラストの秋田、宮崎両県との差

は37.5ポイント。大変な差がありますね。全国平均は

56.3％でした。

　次に問題の40年の推計値です。

　上位7都県は23年と同じメンバー、下位7県からは福

島県と秋田県が抜け、代わりに熊本県と山口県が入って

きています。トップの東京都とラストの山口県との差は

42.0ポイント。23年よりも開いています。

　ここでは省いてありますが、さらに注目すべきは、

23年より低下している県が、沖縄県、山口県、広島県、

福岡県、静岡県、熊本県、栃木県、鹿児島県、青森県の

９県もあることです。

　同調査の「注」によると、40年の大学進学率は「都道府

県別、男女別で2019年度～ 2021年度の進学率の前年

からの変化幅のデータを用いて2040年まで延長して推

計」したものだそうですが、現実にこうなるとしたら大

変ですね。

　それはともかくとして、では「率」ではなく「数」ではど

うなるのか、そこをみていきましょう。
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　以下、 「23年」の項は23年春の大学進学者の実数、 

「40年」の項は各都道府県の22年の出生者数（厚労省「人

口動態統計」）に40年の「大学進学率推計値」を乗じて「進

学者数」を算出したものです（22年に出生した子どもは

◆都道府県別　23年と40年の大学進学者数

都道府県 2023年 2040年 減少数

北海道 21,536  15,026 6,510

青森県 4,863 2,687 2,176

岩手県 4,368  2,448 1,920

宮城県 10,061 6,529 3,532

秋田県 3,127 1,848 1,279

山形県 4,047 2,394 1,653

福島県  6,986 4,466 2,520

茨城県 15,674 9,718 5,956

栃木県 9,224 5,375 3,849

群馬県 9,034  5,408 3,626

埼玉県 35,173 26,201 8,972

千葉県 30,831  22,660 8,171

東京都 79,430  73,333 6,097

神奈川県 45,536 34,859 10,677

新潟県  9,166 5,702 3,464

富山県  4,627 3,276 1,351

石川県    5,664 4,245 1,419

福井県 4,073 2,951 1,122

山梨県  5,192 3,493 1,699

長野県 9,525 6,521 3,004

岐阜県    9,506 6,263 3,243

静岡県   17,183  10,246 6,937

愛知県 39,130 29,719 9,411

三重県 7,759 5,129 2,630

都道府県 2023年 2040年 減少数

滋賀県 7,304  5,762 1,542

京都府 16,202  11,391 4,811

大阪府 47,142 39,547 7,595

兵庫県 29,371 21,515 7,856

奈良県 7,739 5,055 2,684

和歌山県 4,225 3,054 1,171

鳥取県 2,345 1,820 525

島根県 2,758 1,943 815

岡山県 9,727 7,237 2,490

広島県  14,589 9,882 4,707

山口県 4,983  2,988 1,995

徳島県  3,245 2,203 1,042

香川県  5,031 3,371 1,660

愛媛県  6,103 4,225 1,878

高知県 2,956 1,916 1,040

福岡県 23,066 17,697 5,369

佐賀県    3,449 2,421 1,028

長崎県 5,211 4,165 1,046

熊本県 7,163 5,130 2,033

大分県 4,121 2,944 1,177

宮崎県 4,066 2,940 1,126

鹿児島県 6,373 4,385 1,988

沖縄県  8,650 6,457 2,193

40年に18歳）。「減少数」の項は23年と40年の進学者数

を比べたものです。 増加しているところは1県もありま

せん。数字ばかりで恐縮ですが、ご自身の塾の所在地の

みご覧いただければ結構です。
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PS・コンサルティング・システム
　小林　弘典

　全国では23年617,534人の大学進学者数が40年に

は458,547人。158,987人減る計算になります。

　数にして最も大きく減るのは神奈川県の10,677人

（23.4％減）、次が愛知県の9,411人（24.0％減）、その

次が埼玉県の8,972人（25.5％減）。

　減少率が一番大きいのは青森県で44.7％の減少、次

が岩手県の43.9％減、その次が栃木県の41.7％減。秋

田県、山形県、静岡県、群馬県、山口県も40％以上減

少します。

　減少率が最も小さいのは東京都の7.7％減、次が大阪

府の16.1％減、その次が長崎県の20.1％減。全国の減

少率は25.7％。

　塾はこれまで、「所在する地域の小学生、中学生、高

校生等を対象に、それぞれの段階における学習支援や上

級校への進学支援を行う産業」として発展してきました。

　しかし15年後、大学進学者がこれだけ減っていると

なると、当然のことながらそれまでの間に小学生の数も

中学生の数も高校生の数も減っていることになります。

カラ元気を交えずに正直に申し上げますと、一部の塾を

除いて、いまあるすべての塾がいまの形のままで存続で

きるとは到底思えません。

　ならば、どうすれば生き残れるか。

　これまた正直に申し上げますと、私にも確たる答えは

見つかっていません。

　ただ、人類が存続する限り「教育」は必要です。

　ならば、「所在する地域」という枠を、あるいは「小学

生、中学生、高校生等を対象」という枠を、さらには学

校で教授される教科の「学習支援」や「上級校への進学支

援」という枠を取っ払って「教育」の可能性を追い求めて

いけば、必ずや突破口が見えてくると私は信じていま

す。

　皆さんにも「いまの形の塾として」必死にもがきつつ、

同時に常に「新しいなにか」を探し続けていっていただき

たいと思います。

　ところで、全くの別件ですがこの4月以降、子ども家

庭庁で「日本版DBS法」の施行に向けたガイドラインや

政令作りのための検討会が開かれています。

　同法の正式名称は「学校設置者等及び民間教育保育等

事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に

関する法律」（こども性暴力防止法）。

　子どもたちを性暴力から守るための方策を講じること

を目的として昨年6月に成立した法律で、タイトルにあ

る通り塾などの民間教育事業者も一定の条件を満たせば

同法に基づく「措置」を講じた事業者として政府から「認

定」を受けることができることになっています。

　が、問題はその「一定の条件」です。例えば個人で塾を

経営し従事者も本人のみという、いわゆる一人事業者の

塾は条件を満たしていないとされ、認定どころか認定の

申請さえもできないことになっています。

　これがどういうことを意味するかはすぐにおわかりで

しょう。近隣のＡ塾は「安全ですよ」という政府のお墨付

きがもらえてそれを宣伝することもできるが、Ｂ塾の場

合は…。小さい塾はつぶれても構わないということなん

でしょうか。

　皆さんには検討会の様子を注視しながら、必要な時に

は大きく声を挙げていただきたいと思っています。


